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論文
北朝鮮の自由経済貿易地帯開発についての一考察
西 重
?
1. 南浦，元山の保税加工輸出地帯と羅津・先鋒自由経済貿易地帯
1997年10月，北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の南浦と元山の 2都市に「保税加工輸出地帯（保
護貿易加工区）」が設置される計画が明らかにされたI)。南浦は黄海に面した直轄市でビョンヤンに
隣接しており，元山は日本海に面した港湾都市である。
この計画によると，二つの港湾の周辺に当初l"-'2平方キロメートルの開発区域を設け，最終的
には 5平方キロメートルに拡大する。二つの都市には，基本的に羅津・先鋒自由経済貿易地帯と同
様の経済優遇策を適用する。具体的には，合弁や合作によらない外国資本の単独投資，所得税の軽
減，輸入関税の免除，用地の長期賃貸，財産の保護などとみられている丸
このような保税加工輸出地帯の設置計画は，はからずも羅津・先鋒自由経済貿易地帯がもってい
る種々の特徴と今後の可能性をより明らかにすることになった。現在のところでは，保税加工輸出
地帯と自由経済貿易地帯との相違を次のように指摘できるだろう。最初に，それぞれの区域の面積
の違いである。保税加工輸出地帯が1._, 2平方キロメートルの面積から出発して最終的においても
5平方キロメートルであるのに比較して，自由経済貿易地帯は実に746平方キロメートルという広大
な面積である3)。150倍にも達する面積の違いは，保税加工輸出を目的とする前者と，朝・中・ロの
3国国境地域に位置して中継貿易輸送を主目的とする後者との役割の違いを顕著に表している。つ
まり保税加工では基本的に加工・製造施設だけが必要とされるのに対して，中継貿易輸送は国境に
接した港，鉄道，道路を必要とするからである。さらに両者の相違について， 1997年6月以降に自
由経済貿易地帯で実施され始めた外貨兌換券の廃止と 1ドル=200ウオンヘの外貨交換レートの変
更，自国民による自営業の認可，自由市場の設置などの措置が，保税加工輸出地帯でも認められる
か否かがある 4)。自国通貨の切り下げについては，諸外国の経済と商品に直接接する経済持区におい
て自国通貨の国際価値を無視することは不可能である。まして加工輸出を目的にするのであればこ
とさらである。次に自由経済貿易地帯で認可された自営業とは，小規模業者や農閑期の農民が日用
品の販売や旅館を営むというもので，また自由市場は国境貿易を目的にした交易場である5)。どちら
も国境地域ならではのもので，北朝鮮で全国的に黙認されているといわれるいわゆるヤミ市とは異
なっている。自由経済貿易地帯での自営業や自由市湯は，保税加工輸出地帯ではそれほどの必要性
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もメリットも少ないであろう。
両者の相違をこのようにみれば， 3国国境に接する港と鉄道および道路を含む広大な土地，国境
貿易のための自由市場の存在が自由経済貿易地帯の特徴であり，保税加工輸出地帯とのきわ立った
違いといえるだろう。
このような自由経済貿易地帯の特徴を有効に利用して中継貿易輸送を発展させることは，単に北
朝鮮にとってだけの貢献に止まらない。朝・中・ロの 3国にまたがる豆満江（図佗江）地域の開発
では，この地域を "NET(Natural Economic Territory) "として再生させることが最も合理的で
ある。それには，北朝鮮の清津，羅津，先鋒の 3港と鉄道および道路による人と貨物の中継輸送が
不可欠である。それとともに豆満江"NET"の再生は，日本の日本海側地域をはじめとする環日本
海地域との経済補完関係を築き上げながら実現されることが最も望ましい。そのためにも北朝鮮3
港の役割は特に重要である。北朝鮮の中継貿易輸送は，環日本海地域全体の経済発展にとって明ら
かに必要な事業である。近年にみられる自由経済貿易地帯開発に注がれる北朝鮮の積極性は，この
ような観点から検討され評価されるべきである叫この小論では，そのいくつかの具体的動きに注目
し，今後の可能性と展望について若干の意見を述べてみたい。
2. 羅津・先鋒自由経済貿易地帯の拡張
1993年9月24日の「朝鮮労働党中央人民委員会決定 315号」によって，咸鏡北道恩徳郡の一部が
先鋒郡に組み入れられるとともに，従来の羅津市と先鋒郡が合併して「羅津・先鋒市」となり，中
央政府の直轄市とする行政区域の改編が行われた匹これによって自由経済貿易地帯の面積は， 621
平方キロメートルから746平方キロメートルヘと約20%拡張された。この措置は，北朝鮮によると豆
満江周辺国とのより円滑な交通輸送網形成のためであると説明されている8¥
さらに1995年9月4日には，羅津・先鋒市と中国の渾春とを結ぶ豆満江にかかる元汀橋が開通
し9>, 1996年8月には自由経済貿易地帯でのノービザ制度実施の試みが始められた10)。1997年1月30
日に，元汀橋の開通式が正式に行われ，この式典には中国側から瑯春市長と北朝鮮側から羅津・先
鋒市行政経済委員会委員長が出席している 11)。それとともに中国側の措置として，従来第3級税関で
あった圏河税関が第1級税関に格上げされた。圏河は，北朝鮮の元汀里の豆満江対岸，元汀橋の中
国側のたもとにある。これに対応して北朝鮮側でも，中国人はもとより第三国人が中国経由で直接
羅津・先鋒市に入国することを認め，しかも入国申請を行った当日の入国が認められるようになっ
た。従来の入国ルートは，古くから使用されてきた中国側の図何から豆満江を渡り南陽を経由する
ルートに限られていた。元汀橋を利用することによって，延吉空港から圏河まで自動車で85分，元
汀橋を渡って羅津まで50分で行くことができるようになった。そのうえ中国側道路の末舗装部分40
キロメートルと元汀と羅津間道路の舗装が完了すれば，延吉から羅津へは90分で行くことが可能に
なるといわれている 12)0
自由経済貿易地帯の拡張には，明らかな合理性がある。つまり，旧区域割りでは，自由経済貿易
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地帯からロシアとの出入り口である豆満江里と沿海州のハサンとを結んだ朝・ロ国境鉄道橋へは直
接到達することができたが，中国との出入口である元汀橋にはいったん自由経済貿易地帯から出な
くてはならなかった。出入国手続きと自由経済貿易地帯の出入り手続きひとつを取り上げてみても，
明らかに非合理的である。新しい区域割りによって，元汀里までが自由経済貿易地帯に含まれるこ
とになり，このような非合理性が解消されただけではなく，自由経済貿易地帯それ自体が中国とも
直接接することになった。
元汀橋の開通と自由経済貿易地帯でのノービザ制は，新しい区域割りのもつ合理性と組み合わさ
れることによって，豆満江地域における人々の往来と貨物輸送の円滑化を進めるうえで画期的なも
のである。ノービザ制の実施と出入国手続きのスビードアップが現在どのように進展しているのか
は明らかではないが，豆満江地域のボーダレス化による開発には不可欠の措置である。
ボーダレス化へ向けたこのような朝・中両国の積極的で具体的な行動は，中・長期的にはいっそ
う明るい展望を切り開くものである。第一に，中国東北地方，モンゴル，シベリアという大陸の内
陸部と，日本や韓国とを最短距離で結ぶ輸送ルートの復活である 13)。中国東北地方の鉄道と北朝鮮3
港および鉄道とを有効に組み合わせさえすれば，あらたな鉄道敷設や港湾建設を行うことなく当面
の輸送需要を満たすことができる。既存施設の利用とわずかの修築によって，初期投資を最少に押
さえることが可能である。これによって，今後の自由経済貿易地帯の運営はより円滑に進めること
ができるだろう 14)。いいかえれば豆満江地域は，殆んど現状のままで環日本海中継輸送の拠点として
の条件を備えている。第二に，自由経済貿易地帯と北朝鮮国内の他の鉄道との輸送を連結できれば，
発展の著しい環黄海経済圏と結びつくことができる。南浦・ピョンヤンから元山を経由して清津，
羅津，先鋒へは， 1本の幹線鉄道で連結されている。将来に向けてこの鉄道が果たすべき役割を軽
視したり，その役割を北朝鮮国内だけに限って考えることはきわめて非合理的である。自由経済貿
易地帯が環日本海経済圏と環黄海経済圏とを陸上ルートによって結ぶ拠点となるには，この鉄道を
無視しては考えられない。第三に，短期的，直接的な経済効果は，いうまでもなく朝・中国境貿易
において期待することができる。
3. 国境自由市場の開設
1997年6月17日，北朝鮮の元汀里において，朝・中両国の約300人が出席して国境貿易のための自
由市場の開設式典が催された。報道によると，この自由市場は次のようなものである 15)0
北朝鮮対外経済協力推進委員会と中国延辺朝鮮族自治州対外経済貿易委員会との協定によるもの
で，羅津・先鋒自由経済貿易地帯の元汀里に開設された。北朝鮮で最初の朝・中国境貿易のための
自由市場で，元汀里の丘陵のふもとを切り開いた約1,500平方メートルの市場には，木造の売り場と
事務所が建設された。一説には，このような国境貿易のための自由市場は朝・中国境に 4ケ所存在
しているといわれるが，北朝鮮が公表したのは元汀里が最初である。元汀里の自由市場は，月，水，
金曜日の週3回開かれ，両国から100人以上の交易業者が取引に参加する予定で，中国人にはビザな
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し入国が認められている。取引き方法は，バーターである。北朝鮮からの輸出品は，漢方薬材，薬
品，古鉄，海産物など，中国からの輸出品は，米，小麦粉，食用油，家庭用品などといわれている。
元汀里があらたに自由経済貿易地帯に組み込まれたこと，ノービザ制の実施，小規模業者の自由
営業の認可などの新しい措置が，実はこの自由市場の運営を支える重要な要素であることが理解で
きるだろう。また自由経済貿易地帯での旅館業の認可は，取引きのために日常的に入国する中国人
に宿泊施設を提供することになる。入国する中国朝鮮族の人々にとっては，日常習慣や生活環境か
らいって殆んど自国内の旅行といえるほど違和感はないだろう。海産物が北朝鮮から輸出され，農
産物と農産加工品が中国から輸入されるという貿易構造は，咸鏡道と中国の延辺（かつての間島）
との伝統的な補完関係である。取引きされる商品の具体的品目や数董，価格に関しては全く明らか
ではないが，注目に値するのは，北朝鮮からの輸出品に化学薬品と推測される「薬品」が含まれて
いることである。医薬品であるのか工業用であるのか，北朝鮮製であるのか諸外国製品が再輸出さ
れているのかは不明である。いずれにしても，自由経済貿易地帯の国境自由市場ならではの特徴で
あろう。
そこで，この自由市場が，従来から行われてきた朝・中国境貿易とどのように異なっているのか
をみてみたい16)。朝・中貿易全体において占める国境貿易の割合は， 1993年では58.6%,1994年には
実に85.3%,1995年は65.8%ときわめて高い17)。中国の国境貿易には，「辺民互市」と「辺境民間貿
易」もしくは「辺境小額貿易」の2種類がある。辺民互市とは，交易場所，取引き品目，取引き額
を限定して関税の減免措置をとる貿易形態である。具体的には，国境から20キロメートル以内の特
定場所に取引き場を設けて両国国境住民の自由な取引きを認めたものである。 1日， 1人， 1回に
つき， 1,000人民元までの取引きに限って非課税扱いとされる。北朝鮮との辺民互市においては，中
国からの輸出が公式には禁止されているトウモロコシの輸出が黙認されており， 1996年では， 1,000
人民元で500キログラムのトウモロコシの取引きが可能であったといわれている。辺境民間貿易もし
くは辺境小額貿易とは，地方政府の認可の下に外国商人との民間取引きとして行われる貿易形態で
ある。黒龍江省とアムール州，吉林省と沿海州および咸鏡北道，丹東市と新義州市との間で行われ
ている。
元汀里の新しい国境自由市場は，従来の二つの国境貿易のいずれとも異なっている。第一に，新
しい自由市場においては，取引き品目や取引き額に制限が設けられているとは報じられていない点
である。このことは，辺民互市よりも大規模で自由な取引きが可能であることを示唆している。第
ニに，北朝鮮側の主導機関が咸鏡北道ではなく，北朝鮮対外経済協力推進委員会という国家的機関
によるものであり，しかも取引き場が拡張された自由経済貿易地帯の中に設けられたことである。
つまり，従来の 2種類の国境貿易とはこれらの点で決定的に異なっている。
4. 国境貿易の展望
自由経済貿易地帯の国境自由市場を有効に利用すれば，北朝鮮はかなりの貿易利益を期待できる。
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国境自由市場でのバーター取引きと自由経済貿易地帯での現金決済との組み合わせによる外貨獲得
である。かりに国境自由市場で中国東北産のトウモロコシをバーターで輸入し，自由経済貿易地帯
で第三国に輸出したとしよう。そこでは当該量のトウモロコシの国際価格に相当する外貨を得るこ
とができる。中国からトウモロコシをバーター輸入するための商品には，自国産品ならば海産物や
非鉄金属を当てることができる。 1997年4月に報じられた米国の穀物商社カーギルとの米国産小麦
の売買契約では，亜鉛あるいは銅とのバーター取引きであった18)。だが中継貿易のメリットを生かす
には，自国産品よりも第三国製品を再輸出する方が効果的である。過去の例として日本製中古乗用
車19), ロシア（ソ連）製トラック，ロシアの木材などがある。これらの商品にはトウモロコシのよう
な国際価格が定められておらず，国境自由市場でのバーター価格の設定次第によって貿易利益にか
なりの幅が生じる。いいかえれば，従来からの国境三角貿易を自由経済貿易地帯と国境自由市場の
特徴を利用して行うのである。第三国製品の輸入には自由港である 3港を使用し， トウモロコシの
積み出しには清津港の専用設備を利用できる。
このようなあらたな国境三角貿易は単に短期的利益をもたらすだけでなく，なによりも経済建設
資金を中継貿易によって独自に調達するという北朝鮮の基本方針に沿うものである。北朝鮮は，中
継貿易で得た資金によって経済発展をなしとげたシンガポールを，自国にとって最も有効な発展モ
デルと位置づけている20)。シンガポールが，アジア，アフリカ，ヨーロッパ，オセアニアを結ぶ航路
上に位置するという地理的有利性を活用したこと， 1960年代のシンガポールの総輸出に占めた再輸
出の比率が3分の 2にも達していたこと，商経験の豊富な華僑・華人が大きな役割を果たしたこと，
1970年代半ばには中継貿易から中継加工•生産へと移行させ，さらには中継金融の拠点として非居
住者金融市場を発展させていったことが特に注目されている。これらの事業によってシンガポール
は，他の発展途上国とは異なり工業化資本の自力調達に成功したとして高く評価されている。北朝
鮮がこのような発展モデルを掲げたことは，必ずしも発展途上国の経済建設には外資を全く導入す
べきでないということを意味してはいないだろう。そうではなく， 1970年代の急速な外資導入に起
因した累積債務をもつ北朝鮮自身の過去の経済政策からの教訓と受け取れるだろう。
あらたな国境三角貿易によって，中国から安定的に農産物が輸入されるようになれば，咸鏡道と
延辺との伝統的補完関係の回復になる。この補完関係は，双方の地域の社会の安定にとってきわめ
て重要である。その理解には，解放直後の国境貿易の途絶が双方にもたらした経済困難とそれに伴
う社会の混乱を想起すれば充分であろう。特に北朝鮮で生じた食糧不足は深刻であった。今日にお
いても，中国からの輸入農産物が北朝鮮の当面の食糧供給に大きく貢献することは確実である。む
ろんこのことは，北朝鮮国内の農業の立て直しの必要性を否定するものではない。だが少なくとも
自由経済貿易地帯で大規模な農業開発を行い，将来増大が予想されるこの地域の人口の食糧自給を
計るよりも，延辺から輸入する方がはるかに合理的である。
自由経済貿易地帯での中継貿易の発展は，必然的に諸外国との経済関係を緊密にする。北朝鮮に
とって近隣諸国との経済パイプを太くすることは，今後の最も重要な課題の一つである。むろんそ
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のための努力はすでに行われている。最近における台湾との関係は，その最もよい表われである。
1997年3月には，台湾の与党国民党の劉泰英を団長にする経済貿易代表団が訪朝した21)。この訪朝団
には，遠東航空，台湾電力，中国石油などの代表を含む50数人が参加しており，対北朝鮮投資や投
資保護協定の締結などが話し合われた。同年4月には与党国民党が北朝鮮への200万ドル相当の米に
よる食料援助を決定したのに続き， 5月には通商代表団を送って台北とピョンヤン間の航空路開設
や投資促進の可能性を探求している22)。そして両国のこのような努力の結果として， 1997年10月に，
台北市輸出入公会と北朝鮮国際貿易委員会との間で，同年中に相互に貿易事務所を開設すること，
投資保護協定および二重課税防止協定に調印することがとり決められた23)。二つの協定が，南浦と元
山の保税加工輸出地帯への台湾企業の進出，自由経済貿易地帯への投資，台湾貨物や台湾向け貨物
の中継輸送を対象にしていることは明らかであろう。台湾との経済関係を樹立し強化することは，
北朝鮮自身が今後の経済建設の基本方針としている南南協力に合致している24)。北朝鮮は，今日のシ
ンガポールが直面している重大な問題の一つとして多国籍企業による経済支配をとり上げており，
それへの対抗策として南南協力が必要であるという考え方である。同時に台湾との南南協力は，先
進国の発展途上国への援助の危険性をはっきり認識し，援助に依存することなく主体的な経済建設
を進めなくてはならないとする決意に沿うものでもある25)。製造業を中心に力強い台湾の中小企業
との交流は保税加工輸出地帯にとって特に有益であるし，豊富で比較的安定した資金力は自由経済
貿易地帯に多様な開発の機会と可能性をもたらすだろう。
5. 中国にとってのメリット
中国にとっても，北朝鮮の自由経済貿易地帯と 3港を利用する中継貿易輸送には大きなメリット
がある。直接には，東北地方の中でも特に吉林省の経済発展に大きく寄与する。いうまでもなく日
本海への直接の出入口をもたず，対日貿易ルートを大連港に依存せざるをえない状況からの脱却で
ある。
近年の吉林省では，日本の日本海側地域との直接の経済交流をさらに強力に進めなくてはならな
いという考え方で多大の努力がなされている。そこでは，日本との経済交流の展望が，現在の吉林
省の産業事情に適する形で具体的に提案されている26)。吉林省の産業は第一次産業である農業と牧
畜業が中心だが，最近その中で新しい試みが行われている。外国企業との提携による第一次産業の
多様化である。日本との提携によるソバの委託生産，ニュージーランド牧畜業の進出，米国企業に
よる長白山（白頭山）山麓での生石灰の生産計画などである。このような多様化は第一次産業に止
まらず，第二次産業にもみられる。吉林省の従来の第二次産業では，自動車と化学の二大産業の他
に長白山系に生息する動物や薬草を用いた漢方薬の製造が有名であった。最近では日本の染料メー
カーの進出計画があり，広東省や福建省での養殖うなぎ用飼料の生産と販売事業がニチメンを中心
にして始められようとしている。むろん養殖うなぎは日本に輸出される。また吉林省徳恵市では，
省内最大の精米工場である日・中合弁の徳恵佐竹金穂有限公司が稼働を開始し，日本や独立国家共
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同体 (CIS)に輸出し始めた27)。さらに第三次産業では，主要都市でのホテル，レストラン，タクシ
ー，旅行案内業が目立つようになり，珍しい商売として街頭での自動車修理，理髪，雑巾とバケッ
を使った洗車業などが増加している。このような産業の多様化を背景として，日本の北陸地方から
の誘致を希望するいくつかの業種があげられている。医薬品関連業種， トラクターやタンクローリ
ーなどの大型車輌と自動車部品関連業種，電子部品関連業種である28)。そのための投資環境の整備と
して吉林省は，対外輸送インフラ整備に力を注いでいる。長春と吉林間（約87km),長春と大連間（約
700km)の高速道路の建設，瑯春とザルビノ間（約90km)の鉄道敷設と道路建設が実現されようとし
ている。北朝鮮の自由経済貿易地帯と 3港を利用する対日貿易が，このような吉林省の経済建設に
確実に貢献することは明らかである。
吉林省に限らず中国にとっては，北朝鮮3港と鉄道にはさらに合理的な利用方法がある。中国国
内の鉄道輸送力の不足が地域間のバランスのとれた発展を制約するボトルネックになっており，こ
の輸送力不足は特に南北縦貫鉄道において著しいという指摘が中国政府自身によってなされてい
る29)。一説では東北地方から華南地方までの鉄道と水運では，石炭や軍用物資の輸送が優先されるた
めに食料の輸送枠は 4~6パーセントに過ぎないとさえいわれている30)。中国の第7次5ケ年計画
(1986~1990年）と第8次5ケ年計画 (1991~1995年）の重点的建設プロジェクトで現在第2期工
ハツギョケン
事が進行中の営口新港（鰊魚圏港）の築港は，渤海湾に面し遼河河口に位置した新しいこの港を東
北アジアのハプ港にするとともに，国内輸送問題を解決するための一手段でもある31)。そこでは鉄道
輸送に比較して相対的に割安な河川および海上輸送を組み込むことによって，巨額に達する中国大
陸での陸上輸送費を大幅に節減するという合理性の追求がなされている。東北地方の主産物である
トウモロコシをはじめとする大重量・大容量の食糧，原料貨物の輸送には最も適している。営口新
港の経済効果は，遼寧省や内モンゴルにとってはきわめて大きい。しかし，吉林省と黒龍江省およ
びモンゴルにとっては，営口新港よりも北朝鮮3港を利用する方が合理的である。これらの内陸地
域は不凍港に直結する遼河のような河川水運をもたず，呑吐港までの輸送は鉄道に頼る以外にない。
割高な鉄道輸送費をどの程度節減できるかが，輸送ルート全体の輸送費節減のポイントになる。東
北地方の主要都市からの鉄道輸送距離を，営口新港の最寄りの大連と北朝鮮3港とを比較したもの
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第 1表
単位； km
＼ 港 唸爾浜 斉斉哨爾 北安鎮 長春 吉林
大連 944 1,160 1,280 704 831 
羅津 743 1,043 1,070 690 561 
先鋒 725 1,027 1,054 674 545 
清津 714 1,014 1,081 701 572 
孫春日（周建中•訳）「日本帝国主義の京図鉄道敷設の経済的構想
について」（鳥取女子短期大学北東アジア文化総合研究所『北東アジ
ア文化研究第7号』 1998年3月）による。
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が第1表である。どの都市との距離をとり上げてみても北朝鮮3港の方が勝っており，唸爾浜，北
安鎮，吉林の場合にはその差が大きい。
北朝鮮3港を利用する中国大陸の南北縦貫輸送力の補強は，単に輸送費の節減というだけに止ま
るものではない。最近の東北地方における過剰農産物問題への有効な対応手段にもなる。かつて中
国は世界有数のトウモロコシ輸出国だったが， 1994年の不作によって同年秋から輸出を中止した。
翌1995年には，国内在庫量を確保するため逆に輸入国に転じている。ところが1996年になって中国
政府が国内買い上げ価格を大幅に引き上げたため，作付面積が増大して大豊作になった。トウモロ
コシの主産地である吉林省では，政府買い上げ価格は市販価格を上回り，国際価格をも上回るとい
う状況である。このため国内取引きにおいては足元をみられて各地方政府に買いたたかれ，輸出し
ようとしても赤字になる。この状況をさらに悪化させる要因として，南北縦貫輸送力の弱さがある。
飼料用として大量の需要があるにもかかわらず，華南地方への輸送を円滑に行うことが困難である。
つまり吉林省のトウモロコシの多くは，省内での在庫にならざるをえない。吉林省傘下の食糧公司
のいわゆる逆ざやによる欠損は， 1997年6月頃で累計100億元（約1,400億円）に達しているといわ
れる32)。隣接する北朝鮮3港を利用した華南地方への海路による輸送ルートを開くことができれば，
長大な鉄道輸送に比較してはるかに低コストで供給することが可能である。
中国の沿海地域と内陸地域との経済発展のアンバランスという問題に対しても，北朝鮮3港の利
用は効果的対策のーモデルとなるだろう。第一に，国内輸送機関を隣接する国や地域の輸送機関と
直接結びつけることによるボーダレス輸送の効果がある。ただその場合には，両者に共通した既存
条件のあることが望ましい。例えば満州里から中・ロ国境を越える鉄道輸送では，ロシアの広軌鉄
道用に機関車と車輌台車を交換しなくてはならない。輸送に要する時間と費用の非合理性は明らか
である。豆満江地域においても，あらたに敷設されている渾春とザルビノ港とを結ぶ鉄道には，標
準軌道用と広軌道用の混合軌道が必要とされている。敷設費用の増加分が運賃に加算されることは
当然である。ザルビノ港に中国との中継輸送用に新しく施設や設備を建設すれば，その費用も運賃
に加算されるだろう。ところが北朝鮮3港への輸送においては，鉄道運行上のいくつかの課題は解
決しなくてはならないが，既に備わっている中国と同じ標準軌道鉄道をそのまま使用することがで
きる。しかもかなりの輸送実績もある。次に，隣接した国や地域とのボーダレス輸送によって，さ
らに隣接する第三国との直接交流が可能になる。北朝鮮3港を利用した場合には，いうまでもなく
日本との直接交流である。だが北朝鮮3港の場合にはそれだけに止まらず，内陸地域の発展にとっ
てさらに大きな可能性をもたらすだろう。それは，北朝鮮3港が日本列島に対して近距離で等距離
に位置するというハプ港としての地理的条件による。第2表は，日本のいくつかの港を対象にした
場合の営口新港と大連港および北朝鮮3港との航路距離の比較である33)。日本のどの港に対しても，
北朝鮮3港は他の 2港よりも著しく近距離である。この差は日本海側の港を対象にした場合に大き
くなり，新潟との距離は大連港の 2分の 1以下である。大連港よりも西方に位置する営口新港の場
合はさらに不利である。そのうえ北朝鮮3港から下関までと函館までとの距離に大差がないことは，
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日本海側のどの港に対しても等距離であることを表わしている。中国東北地方の内陸地域やモンゴ
ルがこのような既存条件を利用することは，輸送費の節減という経済発展のためのコストを低くお
さえるだけではない。それぞれの国内において相対的に発展が遅れている地域同志が直接交流する
ことは，相対的に小規模な生産と消費，輸送，投資，施設，相対的に低い水準の技術や機械・設備
という共通性のうえに，相互の補完関係を築くことが可能である。
第 2表
単位；浬
~ 下関 大阪 東京 新潟 函館
営口新港
986 1,377 
（絨魚圏）
大連 614 876 1,225 1,060 1,225 
羅津 515 769 1,002 486 494 
清津 479 739 483 
先鋒 512 760 492 
前掲「日本帝国主義の京図鉄道敷設の経済的構想について」およ
び『北京週報J(1997年1月25日）から作成。
6. 日本海定期直航路への動き
1995年7月から，清津～新潟～舞鶴を結ぶ航路が，北朝鮮，中国，日本の三者の協力によって正
式に開設され， 3ケ国の貨物がバラ積船で輸送されている。開設以降，同年12月末までの運行回数
は20回，チップ，木材，木炭，木の葉など合計 1万トン余が輸送された。また北朝鮮の三海振興株
式会社，日本のミタミ・プロジェクト，中国外運吉林集団公司の合作による定期航路の開設が発表
された叫1997年においては，日本の日本海側の企業が羅津と新潟を結ぶ定期航路の開設を切実に要
求しているが日本当局の許可が下りていないという動きが，北朝鮮側から伝えられた35¥
このような動きは，日本海の定期直航路の実現をめざしたものである。しかも朝・中・日のいず
れもの当事者が望み，三者が協力し合って努力している。このことは，日本海直航路の将来にきわ
めて明るい展望を開くものである。戦前の日本海直航路の意義は，いくつかの北朝鮮ルート論にみ
られるように，咸鏡道の経済発展や間島（今日の延辺）の開発，さらには満州（中国東北地方）経
済を横割りから縦割りに移行させるという東北満州経済圏構想のためであった。それぞれの限られ
た地域だけの開発や経済発展という観点だけからみれば，それなりの高い合理性をもつものである。
しかし，いずれの考え方や構想にも共通してみられる欠点があった。それぞれの国や地域の人々の
主体性や意志を殆んど無視したことである。帝国主義的な日本中心主義による開発論であったとい
えよう。間島が日本の満州侵略の足場にされ，咸鏡道はそのための大陸ルートの一部とみなされた。
また東北満州経済圏構想はソ連への対抗意識で貫かれており，その脅威から満州や朝鮮を守る緩衡
地帯の役割をも負わされた。ところが今日においては，それぞれの国や地域の人々は，自分たちの
利益を第一に考えながら経済建設を推し進めている。そのうえで日本との直接の経済交流が不可欠
62 
北朝鮮の自由経済貿易地帯開発についての一考察（西） 63 
であるという考えが実行に移されている。このことが今日の日本海直航路のもつ意義である。
北朝鮮の自由経済貿易地帯を含む豆満江地域が地理的に環日本海地域のハブの位置にあり，北朝
鮮3港がハブ港としての自然条件を備えていることは疑いない。中国とロシアに隣接した不凍港と
いう自然条件の有効利用をめざすものが，すなわち中継貿易輸送計画である。これまでの北朝鮮の
開発方針は，このような認識において一貫したものである。中国の東北3省の穀物，ロシアの鋼材
と肥料，モンゴルの種々の貨物を日本，台湾，香港，シンガポールに中継輸送するだけで，その輸
送収益は膨大な額に達し，かつてのシンガポールの中継貿易に勝るだろうとさえいわれている36)。得
られた利益は自由経済貿易地帯の開発資本として投下されるが，既存施設の徹底的な利用による初
期投資の節減が投資に際しての基本とされている。具体的には，インフラ設備においては既存の道
路の拡張と舗装が高速道路の建設に優先されるべきこと，既存の水力発電所を補強したり中小規模
の水力発電所を複数整備する方が原子力発電所の建設よりも現実的であること，大規模ホテルでは
なくまず小さなホテルから建設すべきことなどである。既存の道路の改良は小規模輸送と人々の日
常生活を円滑にし，水力発電用の水は農業や工業用水にも利用でき，安い宿泊施設は国外からより
多くの訪問者を引き込み，将来のこの地域の労働力人口の増大への対策にもなるだろう。これらは，
小規模投資の合理性を徹底的に追求したものである。このような合理性の追求は，北朝鮮3港の港
湾整備についても行われている。当面の港湾整備は，将来の大規模整備を予見しながら臨時に使用
できる限りの小規模整備に止め，漸次拡張・補強していくという方針である。将来に向けては， 3 
港のうち羅津港のもつ可能性が最も高く評価されている。港湾の漸次拡張・補強は，取扱い貨物量
に応じた設備投資を意味している。かつての日本統治下における南満州鉄道株式会社の羅津築港計
画でも，一度の投資で呑吐能力900万トンの大規模港湾の建設を行おうとしたわけではない。一方で
貨物量を増大させることに多大の努力を注ぎながら， 3期におよぶ実に14年間に渡った拡張計画で
あった。結果として第1期工事だけによる能力300万トンで打ち切られたが，それでも戦時を除き全
能力を稼働させる機会は一度もなかった37)。貨物量が追いつかなかったのである。臨時に使用できる
限りの小規模整備という北朝鮮の方針は，このような戦前の羅津港の築港計画に照らしてみても現
実的で妥当なものである。
北朝鮮3港の小規模整備は，日本海直航路に用いられる船舶の大きさを制約するだろう。だが環
日本海のハブ港としては，小型船を多く使用することのメリットの方が大きい。対岸の日本海側に
は太平洋側に比較して小規模港が多く，その背後地も相対的に小規模経済地域である。小型船であ
れば，小さな埠頭にも接岸することができるから，より多数の港と航路を開設することが可能であ
る。そのうえ荷役に要する時間と費用は，孵や大型クレーンを使用しなくてはならない大型船に比
較して格段に少ない。むろん1隻当りの積載貨物は少ないが，小規模経済地域を対象にした輸送に
はむしろ適している。かりに最大積載量の 2分の 1の貨物しか積載していない大型船を運航するよ
りも，満載した小型船を運航する方がはるかに合理的である。貨物の買い手にとっても必要な量を
タイミングよく供給されれば，貯蔵施設を小規模にすることができるうえに在庫量と在庫期間を節
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減できる。生産や消費活動が小規模であるほどそのメリットは大きくなる。環日本海のハブ港には，
低運賃とともにこのようなメリットを提供する努力が求められる。北朝鮮3港には，少なくともそ
の条件が備わっている。
このように考えれば，北朝鮮3港の日本海直航路は，小型船を使用する小規模輸送から開始し，
貨物量の増加に応じて便数，航路，船舶数を漸次拡大していくことが最も現実的である。
7. 大阪航路開設の試み
1997年6月，北朝鮮は国連開発計画 (UNDP)に対して自由経済貿易地帯の開発を促進させるた
めに， 11項目の新しい施策をとることを報告した38)。新しい施策の一つとして，現行の羅津～釜山間
の貨物航路を延長して大阪に結びつけるという計画が含まれている。
羅津と釜山との定期航路は， 1995年6月18日，北朝鮮の海洋貿易会社と中・韓合弁の東竜海運株
式会社との間で，羅津港中継輸送契約および羅津港荷役設備投資契約が締結されたことが端緒であ
る39)。それまでもバラ積み船による不定期の往来はあったが，定期航路はなかった。 6月28日に初め
ての試運航が行われ， 10月6日に正式に開航された。定期航路の運営は，中国の延辺航運公司と韓
国の韓国特殊船会社が折半出資してソウルに設立された東竜海運が行うが，実際の運航は延辺航運
公司が中国船籍によって運航している。韓国特殊船会社によると，開航して以降1995年12月までに
8便が運航され，輸送実績の合計は130TEUであった。 1996年4月から従来の1,500トン級船舶を
5,000トン級に変更し，輸送量は順調に増加している。1996年の輸送実績は，当時において3,300TEU
に達すると予想されていた。
羅津と釜山とを結ぶ定期航路は，自由経済貿易地帯を経由して中国の渾春と釜山とを結ぶ中継貿
易輸送ルートの一部である。このルートの定期航路の実現は，羅津港が釜山をはじめとする韓国の
東海岸諸港に対してもハブ港としての役割を果たせることを示している。釜山と大阪との航路は戦
前からの永い歴史をもつばかりではなく，貨物の輸送量も比較にならないほど膨大である。羅津港
が，この大阪航路と結ばれることの意義は実に大きい。第一に，羅津港はじめ北朝鮮3港がもって
いる日本の太平洋側諸港に向かっての地理的有利性を生かせることである。すでに第2表によって
明らかなように，大阪を対象にした場合，北朝鮮3港は大連港と比較して100浬以上，営口新港と比
較して200浬以上も近距離である。東京との航路距離になればその差はさらに拡大し，大連港とは200
浬以上，営口新港とは400浬弱にもなる。北朝鮮3港が環日本海のハプ港の役割と大阪航路とを組み
合わせることができれば， 3港の取扱い貨物量の増大と自由経済貿易地帯の中継貿易の発展，そし
て国境自由市場での国境貿易の発展に大きく寄与することは疑う余地がない。京阪神地域の巨大な
経済に直結するからである。
第二に，京阪神地域との結びつきは，北朝鮮にとっては在日朝鮮人との経済協力をさらに進めて
いくうえできわめて重要である。北朝鮮での研究は， 1960年代のシンガポールを「中継貿易立国」
と位置づけ，発展過程の初期モデルとして高く評価し，中継貿易が経済発展の生命線であったとさ
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れている 40)。すなわち，独自の輸出商品をもたなかったにもかかわらず，商経験の豊富な華僑・華人
の力を借りて完成品を輸入し，第三国に輸出するという事業に成功したのである。自由経済貿易地
帯への在日朝鮮人による最近の経済協力については，万景峰総合開発株式会社が進めている琵琶観
光ホテルの建設などが伝えられているが41), 中継貿易における具体的協力は明らかではない。しか
し，近年の日本製中古乗用車による中継貿易の成功は，在日朝鮮人の協力の最もよい表われである。
例えば神戸港においては， 1992年までは飼料や鉱石を積載して入港した北朝鮮船籍の貨物船が帰り
荷として少数の中古乗用車を持ち帰っていたが， 1993年になって在日朝鮮人系の貿易会社を介して
大量の中古車を買い付けるようになった42)。日本からの中古乗用車の輸入は，この年に実に前年比5
倍以上に当る8,989台に激増している。これらの中古乗用車の多くは，国境貿易によって中国に再輸
出されている。日本からの当時の輸送ルートは神戸港から南浦港への航路によったが，清津や羅津
への航路が開かれれば，自由経済貿易地帯の中継貿易にとってきわめて有益な商品となる。中古乗
用車に限らず，京阪神地域では中継貿易商品に事欠くことはない。一例を上げれば，再輸出された
中古乗用車の種々の補修部品は，たちまち必要とされる商品である。このような自動車部品は必ず
しも新品である必要はないし，むしろ中古部品や再生部品の方が適している。中古車に取りつける
うえでの機械的アンバランスを防ぐ効果と，車輌本体と部品の価格バランスを保てるからである。
再生されたスターターや発電器などは，その最もよい例である。自由経済貿易地帯において，この
ような自動車部品を使用する自動車修理事業や部品の再生事業が行われるようになれば，世界屈指
の日本の自動車技術の一部の移転になる。さらに中・長期的には，日本から廃車を輸入して解体し，
再利用可能部品の取り外しと再生，リサイクル素材の選別・製造事業が立地することが望ましい。
再生された部品は多数の日本製中古車が使用されている中国とロシアに再輸出し， リサイクル素材
は日本へ再輸出すればよい。低価格のリサイクル素材が供給されれば，日本国内で製造される自動
車のリサイクル可能率は必然的に引き上げられるだろう。このような展望によって，環日本海のき
わめて合理的な補完関係の構築が可能になる。在日朝鮮人は，その過程で大きな貢献をすることが
できるだろう。
8. 豆満江ボーダレス化の作用
北朝鮮は，羅津・先鋒自由経済貿易地帯を次のように位置づけている 43)。
世界における自由経済貿易地域の一般的特徴は，当該国家の主権が及ぶ地域であると同時に一定
の相対的独自性を有することである。北朝鮮の羅津・先鋒地域もその一部類に属する。つまり北朝
鮮政府の主権による管轄地域であると同時に，無関税，持恵関税，外国人の出入国の条件つき自由
が保証される地域である。従って，この地域内で外国人に与えられる土地や不動産については，所
有権ではなくあくまで利用権が譲渡されるのである。但し，外国人は，北朝鮮の当該機関の招待状
だけがあれば，ビザなく朝・中国境の元汀橋，朝・ロ国境橋，自由貿易港である 3港および空港を
通じてこの地域に直接入ることができる。
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そのうえで朝・中・ロ 3国にまたがる豆満江地域の開発・管理と 3国それぞれの国家主権との関
係を次のようにみている44)0 
当該国家は，豆満江地域の各々の開発地域に対する領土的自主権を行使し，当該地域での地域政
府を設置して開発と管理，住民行政，司法，安全，検察を受けもつ。豆満江地域での全ての経済活
動においては，当該国の政治的・法律的措置を徹底して尊守し，鉄道，道路，港湾をはじめ各国が
共同で利用する対象には共同で投資して共同で開発する。当該地域では当該国が主人として自らの
経済的要求と利益に即して開発しながら，関係諸国との協力と調整を通じて豆満江地域全体の開発
を積極的に推進することが可能である。
この見解では，豆満江地域のボーダレス化における朝・中・ロ 3国のそれぞれの領土権と国家主
権とがあらためて確認されている。すなわち羅津・先鋒自由経済貿易地帯における北朝鮮自身の主
権が，延辺朝鮮族自治州における中国の主権および沿海州南部におけるロシアの主権とともに相互
主義的に確認されたことである。さらに具体的にいえば， 1860年の北京条約による国境と1909年の
間島協約（間島に関する日清協約）による豆満江国境の再確認である。むろん歴史を厳密にみれば，
北京条約後にも中・ロ間には，豆満江下流左岸の 3国国境分岐点に建てられていた土字碑の移設問
題や，張鼓峰事件後の張鼓峰山頂の帰属問題があった。また朝・中間には，近年における中国の豆
満江出海航行権問題があった。しかし，国境に起因して緊張と紛争の中で発生したこれらの問題を
あえてもち出さず経済開発を優先させようという考え方は，これまできわめて困難な課題と思われ
てきた国境紛争地域の開発に展望を開くものとして高く評価されるべきである。
歴史的にみて豆満江地域では，国境画定後も国境と経済的ボーダレスとは矛盾しなかった45)。確か
にこの地域に定住していた朝鮮人は，国境の画定によって跨境民族となってしまった。だが人と物
資の国境往来の自由が認められていたことによって，それぞれの地域間の経済と文化の交流が維持
された。例えば豆満江国境画定直後の日本統治下の朝鮮咸鏡道においては， 104ケ所の渡船場に加え
て，朝鮮陸接国境関税令による会寧，新阿山，下汝坪，他20数ケ所もの交易場があった。そこでは
朝鮮関税定率令による非課税扱いにされる特例として，旅客用品と旅客の職業用商品，国境から 2
里（日本里程）以内の地域の住民が，その地域内で収穫または生産した物品を自身で輸出入する場
合およびその作業に必要とされる物品と定めていた46)。つまり豆満江岸に沿った殆んどの都市や道
路と鉄道は，非課税特例の適用範囲ということである。これによって豆満江国境の往来者が所持す
る物品は，事実上殆んど全てが非課税扱いであった。このことによって，朝鮮の解放時まで30数年
間に渡って，大量の農産物が延辺から朝鮮に供給されていたことがよく理解されるだろう。近年に
おいても，朝・中両国の豆満江岸に設けられた数ケ所の交易場（通商口）が，かつての交易場の役
割を果たしている47)。これらの交易場では，海産物と農産物が取引きされるという伝統的な貿易構造
が存続している。むろん取引き商品と数量ごとに一定の非課税措置がとられており，双方の国境地
域の住民の日常生活にとってなくてはならないものである。
このようにみれば，今日の豆満江ボーダレス化はいくつかの大きな経済作用をもっていることが
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明らかである。まず，延辺との伝統的補完関係を回復しさらに強化することで，咸鏡道の人々の日
常生活が円滑化することである。それには，小規模な交易場を連鎖状にもっと多く設けることが望
ましい。そして中・長期的展望として，豆満江岸に沿って一定の幅の無関税地帯を設定することが
できれば，この地域はきわめて高い合理性をもった経済地域になるだろう。人々の日常生活につい
てはくり返すまでもなく，咸鏡道の環状鉄道と環状道路による保税輸送を可能にすることによって，
この地域を全体として中継貿易に活用できるからである。ポーダレス化のもう一つの作用は，自由
経済貿易地帯と 3港の中継機能の強化である。例えば，解放前まで使用されていた朝鮮の上三峰と
中国の開山屯とを結ぶ国境鉄道橋が修復されたとしよう。この鉄道橋を現在使用されている図何と
南陽を結ぶ鉄道橋と併用すれば，きわめて大きな輸送効果を期待することができる。中国の図門か
ら南陽に渡河した貨物列車は，環状鉄道を東廻りにまず自由経済貿易地帯に入り，先鋒，羅津，清
津を経由して北上し，上三峰から開山屯へ再び渡河して中国へ向う。単線の環状鉄道を実用上複線
鉄道として使用することができる。全長405キロメートルの環状鉄道の複線化に要する費用は， 336
メートルの鉄道橋の修復とは比較できないほど巨額なものであろう 48)。また，朝鮮の訓戎と渾春を結
ぶ鉄道橋が修復されたとしよう。これによって，自由経済貿易地帯および3港は，道路に加えて鉄
道でも渾春と結ばれる。そのうえ建設中の瑠春とザルビノ港とを結ぶ鉄道が完成すれば，朝・中・
ロ3国の開発中心地が鉄道で連結されることになる。豆満江地域の鉄道輸送ネットワークの実現の
一環として不可欠である。このようにどちらの鉄道橋をとり上げてみても，北朝鮮の中継機能を格
段に高めることは疑いない。だが豆満江のボーダレス化は，鉄道や道路によるだけではない。将来，
自由経済貿易地帯をはじめとする豆満江地域にエネルギー・コンビナートが建設されるとすれば，
バイプラインの敷設上ボーダレス化は避けることはできない。この地域が環日本海のエネルギー供
給拠点として最も適していることは，北朝鮮3港が備えている日本海のハプ港としての条件から明
らかである。現在，構想の段階からすでに敷設ルートの選定へと進行している中央アジアやカスピ
海の天然ガスと石油パイプラインは，数ケ国の国境のボーダレス化なしには実現は不可能である。
同時に，これらのボーダレス・パイプラインが，この地域で現実に生じていた紛争や緊張を鎮めた
り緩和する作用をもっていることは，米国の対イラン政策の転換をみればよく理解できる49)。東アジ
アにおいても，大規模な天然ガスのパイプライン構想が具体的に動き始めている 50)。この構想の特徴
は，かつて局地経済圏としてクローズアップされた東アジアの数ケ所の経済発展地域を結んでいる
ことである。環日本海地域をはじめ，環黄海，台湾海峡，華南，バーツ（タイ），マラッカ海峡など
である。その中でも，特に豆満江地域は当時から注目されていた。天然ガス供給源の一つであるロ
シア・シベリアのヤクーツクに最も近く，しかも 3国国境をまたいで位置したからであろう。東ア
ジアのポーダレス・パイプラインも，この地域の緊張を増々緩和させるだろう。だが一方において，
巨大石油多国籍企業の戦略と発展途上国の意思や主権との関係，パイプライン敷設後の所有権と使
用権の問題など，当事国にとってきわめて困難な課題がいくつも伴われていることを忘れてはなら
ない。むろん豆満江地域も例外ではないばかりか，東アジアにおいては最もさし迫った地域といえ
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るだろう。北朝鮮は，最近のこのような動きをボーダレスの新しい一形態として受けとめるととも
に，自由経済貿易地帯の開発におけるきわめて重要な要因として真剣に検討する必要があるだろう。
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11)朝鮮問題研究所『月刊朝鮮資料』 (1997年4月） 62ペー ジ。
12)同上書 62ページ。元汀と羅津間の道路の拡張，舗装工事は香港のタイソン社が施工しており， 1997年
10月に完成の予定であるとされている (62ペー ジ）。
13)北朝鮮ルートの復活である。拙稿「北朝鮮ルート論の系譜(1)」（本学『経済論集』第45巻第4号， 1995
年11月）および「北朝鮮ルート論の系譜(2)」（本学『経済論集』第45巻第5号， 1995年12月）を参照して
いただきたい。
14)自然に備わっている条件や既存施設を有効に利用して経済開発を進めようとする方針は，北朝鮮におい
ても故金日成の遺訓として確認されている。金日成「羅津・先鋒自由経済貿易地帯開発と水力発電所建設
を促進することについて」および「社会主義経済建設において新たな革命的転換をもたらすことについて」
がある（前掲『月刊朝鮮資料』 1996年11月）。
15)『朝日新聞』 (1997年6月4日および6月18日）によった。
16) 朝・中貿易および従来の朝・中国境貿易については，小川雄平「中•朝貿易から見た朝鮮経済」（環日本
海学会『環日本海研究』第2号， 1996年）によった。
17) 1994年の割合が突出しているのは，同年の朝・中貿易総額の減少による（同上論文）。
18)『朝日新聞』 (1997年4月12日），『朝日新聞 夕刊』 (1997年6月5日）。前者は韓国の連合通信の報道と
して亜鉛と報じたが，後者はカーギル社の発表として銅と報じた。カーギル社の発表では，バーター比率
は小麦20万トンに対して銅4千トンとされている。しかし，結果としてこの契約は北朝鮮側から破棄され，
南浦港沖にまで到着していた小麦は第三国への売却が決められた。
19)近年において北朝鮮が日本から輸入してきた中古乗用車台数は下表のとおりである（『通商白書』各年度
版による）。なお 1台当りの平均輸出単価は筆者の算出による。
68 
北朝鮮の自由経済貿易地帯開発についての一考察（西） 69 
~ 数量（台） 金額（千ドル） 輸出単価（ドル）
1990 655 4,395 6,710 
1991 938 6,512 6,942 
1992 1,679 8,631 5,141 
1993 8,989 42,229 4,698 
1994 488 3,922 8,037 
1995 2,514 10,320 4,105 
1996 3,823 13,158 3,442 
20)李信孝「羅津・先鋒自由経済貿易地帯の主要特徴とその展望」および黄漢旭「シンガポールの工業化過
程とその特徴」（前掲『月刊 朝鮮資料』 1997年5月）による。
21)『朝日新聞』 (1997年3月18日）。
22)同上 (1997年4月13日）。
23)同上 (1997年10月14日）。
24)前掲「シンガポールの工業化過程とその特徴」による。
25)金正日の1997年6月19日付発表の論文要旨による（『朝日新聞』 1997年6月22日， 25日）。なお金正日政
権下での指導理念としての主体思想の意義は，今後の北朝鮮の経済再建の過程において有益に使用するこ
とにあるという徐大粛の注目すべき見解がある（『朝日新聞j1997年10月9日）。
26)唱新・野村充「吉林省と北陸地域との経済交流の可能性と今後の進め方」（前掲『環日本海研究』第2号）
による。
27)『北京週報』 (1997年8月26日） 31~32ページ。日本の佐竹製作所と三井物産，中国の徳恵市糧油購銅総
公司との合弁による。製品は，「松花江」や「錦穂」などの中国東北米である。
28)前掲「吉林省と北陸地域との経済交流の可能性と今後の進め方」による。
29)『北京週報』 (1997年8月12日） 8ペー ジ。
30)『朝日新聞』 (1997年6月25日）。
31)『北京週報』 (1997年11月25日） 24~25ページ。但し，営口新港が不凍港であるかどうかは疑問である。
32)『朝日新聞』 (1997年6月25日）。政府買い上げ価格がsog当り0.45元（約6.3円）であるのに対して，市
販価格は0.4元（約5.6円）といわれている。また米国シカゴのトウモロコシ相場は，ここ25年間の平均が
1ブッシェル(25.4kg)当り2.88ドルであったのに対して， 1997年6月頃では 2ドル台半ばとされている。
33)営口新港からの距離は『北京週報』により，北朝鮮3港からの距離は「日本帝国主義の京図鉄道敷設の
経済的構想について」による。なお孫春日の論文は，延辺大学・国際地域間交流中心合編『東北亜地域開
発研究論文集』 (1991年，延辺大学出版部）に収録されている。
34)前掲『現代北朝鮮経済研究へのアプローチ』 163ペー ジ。
35) 1997年3月7日付の北朝鮮対外経済協力推進委員会のリ・ジュヨン局長の談話として，「農業，国土管理，
羅津，先鋒開発の展望—共和国実務当局者に聞＜―」と題して伝えられた（前掲『月刊 朝鮮資料』
1997年4月， 63ページ）。なお朝・中・日の企業三者の定期航路がこの羅津～新潟定期航路をさしているの
か，あるいは異なる他の試みであるのかは明らかではない。
36)前掲「羅津・先鋒自由経済貿易地帯開発と水力発電所建設を促進することについて」および「社会主義
経済建設において新たな革命的転換をもたらすことについて」による。最近，北朝鮮では，地域的特性に
合った中・小型発電所を短期間に多数建設して電力問題に顕著な貢献をしたとして， 1992年に首相を解任
されていた延亨黙に労働英雄称号などが授与され，再び政権中央への復帰の可能性が報じられた（『朝日新
聞』1998年1月27日）。このことは，金日成の遺訓とされる上記の経済政策が大きな影響力を有している表
れであろう。
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37)満史会編『満州開発四十年史 上巻』 (1964年）608~609ペー ジ。 1945年4月から 7月の4ヶ月間に，関
東軍の軍用貨物の日本への返送換算量を含めて約120万トンの荷役を行ったのが，羅津港開港以来の最大
荷役量であった。
38)『朝日新聞』 (1997年6月17日）および前掲『朝鮮時報』。
39)前掲『現代北朝鮮経済研究へのアプローチ』 163ペー ジ。
40)前掲「シンガポールの工業化過程とその特徴」による。
41)前掲『月刊朝鮮資料』 (1997年4月） 62ペー ジ。
42)『朝日新聞 夕刊』 (1993年6月8日）。この報道によると，日本からの輸出の名目は，在日朝鮮人から祖
国同胞への贈り物とされている。
43)前掲「羅津・先鋒自由経済貿易地帯の主要特徴とその展望」による。
44)同上。
45)前掲の拙稿「豆満江 "NET"の形成と破壊」を参照していただきたい。
46)韓国史料研究所『朝鮮統治史料（第9巻）』 (1972年，宗高書房） 817~818, 893ページ。朝鮮関税定率令
は， 1913年3月に発布されて 4月から施行された。また当時の鴨緑江岸には， 18ケ所の交易場があった。
47)宮塚利雄「延辺朝鮮族自治州と豆満江流域を訪ねて」（拓殖大学海外事情研究所『海外事情』1992年11月）
による。 1992年8月当時の豆満江岸の交易場は，中国側で図-tl",開山屯，三合鎮，沙詑子，崇善，南坪の
6ケ所とされている。
48)朝鮮問題研究所『羅津・先鋒自由経済貿易地帯」 (1993年） 14ペー ジ。 1993年当時の環状鉄道の複線区間
は，輸城と古茂山間の34kmだけである。
49)『朝日新聞』 (1997年10月26日）。米国政府は，イランを経由する天然ガス・パイプラインの敷設計画につ
いて，対イラン経済制裁に違反しないとの判断に傾いていると報道された。国際石油資本の思惑が影響し
たとされている。
50)『日本経済新聞』 (1997年10月3日）や『朝日新聞』 (1997年10月16日）など多くの報道がある。
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